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議案第 １０ 号

令和２年度

兵庫県多可郡多可町水道事業特別会計予算
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令和２年度多可郡多可町水道事業特別会計予算
（総　則）

第１条　令和２年度兵庫県多可郡多可町水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)　給水戸数　　　　　　　　　　　　　7,200戸

(2)　年間総給水量　　　　　　　　　1,800,000㎥

(3)　一日平均給水量　　　　　　　　　　5,000㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　収　　　　　　入

第１款　水道事業収益                          　                544,820千円

　第１項　営業収益                                              403,793千円

　第２項　営業外収益                                            141,026千円

　第３項　特別利益                                                    1千円

　　　　　支　　　　　　出

第１款　水道事業費用                             　             488,430千円

　第１項　営業費用                                              440,187千円

　第２項　営業外費用                                             48,042千円

　第３項　特別損失                                                    1千円

　第４項　予備費                                                    200千円
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額157,677千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

 6,190千円及び過年度分損益勘定留保資金151,487千円で補てんするものとする。）

　　　　　収　　　　　　入

第１款　資本的収入                                     　        91,573千円

　第１項　企業債                                                 50,000千円

　第２項　出資金                                                 33,573千円

　第３項　工事負担金                                              8,000千円

　　　　　支　　　　　　出

第１款　資本的支出                                      　      249,250千円

　第１項　建設改良費                                             66,000千円

　第２項　固定資産購入費                                          2,100千円

　第３項　企業債償還金                                          181,150千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　　　（　１　）　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　　　　　　　限 度 額　50,000千円、起債の方法　証書借入、利率　3.0％、償還方法　元金均等償還

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。

　　　　（　１　）　消費税
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　（　１　）　職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　36,363千円

（他会計からの補助金）

第８条　減価償却費負担等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　（　１　）　一般会計負担金　　　　　　　　　　　　　　　14,661千円

　　　　（　２　）　一般会計補助金　　　　　　　　　　　　　　　12,240千円

　　　　（　３　）　出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33,573千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、2,000千円と定める。

　　　　　令　和　２　年　３　月　２　日　　提　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県多可郡多可町長　　　吉　田　一　四



令和２年度兵庫県多可郡多可町水道事業

特別会計予算実施計画事項別説明書



令和　２年度水道事業特別会計予算実施計画

(単位：千円)
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収 益 的 収 入 及 び 支 出
収　　　入

水道事業収益 1. 544,820

403,793 1. 営業収益

388,018 1. 給水収益

15,775 3. その他の営業収益

141,026 2. 営業外収益

1,210 1. 分担金

1,160 2. 受取利息及び配当金

12,240 3. 他会計補助金

126,414 4. 長期前受金戻入

1 5. 雑収益

1 6. 消費税還付金

1 3. 特別利益

1 1. 過年度損益修正益

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

水道事業費用 1. 488,430

440,187 1. 営業費用

97,474 1. 原水浄水配水及び給水費

56,180 3. 業務及び総係費

286,392 4. 減価償却費

139 5. 資産減耗費

2 6. その他の営業費用

48,042 2. 営業外費用

33,001 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

6,540 2. 消費税

1 3. 雑支出

8,500 4. 委託事業費

1 3. 特別損失

1 1. 過年度損益修正損

200 4. 予備費

200 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
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資 本 的 収 入 及 び 支 出
収　　　入

資本的収入 1. 91,573

50,000 1. 企業債

50,000 1. 企業債

33,573 2. 出資金

33,573 1. 出資金

8,000 3. 工事負担金

8,000 1. 工事負担金

款 項 目 備　考予定額



- 7 -

(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 249,250

66,000 1. 建設改良費

66,000 1. 工事費

2,100 2. 固定資産購入費

2,100 1. 固定資産購入費

181,150 3. 企業債償還金

181,150 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額



令和　２年度水道事業特別会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節
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(単位：千円)

 1. 554,376544,820 △9,556水道事業収

 1.営業収益 403,692403,793 101益

 1.給水収益 388,255388,018 △237 388,018給水収益 388,018水道料金 1.

 3.その他の営 15,43715,775 338 1材料売却 1単位 1.

業収益 収益

512手数料 33給水装置工事設計審査及竣工検査手数料 2.

70閉栓手数料

409指定給水装置工事事業者登録更新手数料

15,261負担金 14,661一般会計繰入金（消火栓減価償却費） 3.

600一般会計負担金

1雑収益 1単位 4.

 2.営業外収益 150,683141,026 △9,657

 1.分担金 1,1961,210 14 1,210分担金 1,210水道新規加入分担金 1.

 2.受取利息及 1,8001,160 △640 1,160預金利息 1,160預金利子等 1.

び配当金

 3.他会計補助 14,24012,240 △2,000 12,240一般会計 12,240一般会計繰入金（利息・児童手当） 1.

金 補助金

 4.長期前受金 133,445126,414 △7,031 126,414長期前受 126,414長期前受金戻入額 1.

戻入 金戻入

 5.雑収益 11 0 1その他雑 1単位 1.

収益

 6.消費税還付 11 0 1消費税還 1単位 1.

金 付金

 3.特別利益 11 0

 1.過年度損益 11 0 1過年度損 1単位 1.

修正益 益修正益
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支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 504,609488,430 △16,179水道事業費

 1.営業費用 452,370440,187 △12,183用

 1.原水浄水配 92,01597,474 5,459 364手当等 364期末手当 2.

水及び給水 4,516備消品費 4,516備消品費 4.

費 528燃料費 528燃料費 5.

172光熱水費 172配水施設等電気料金等 6.

12,085委託料 3,400水質検査委託料 7.

1,010電気設備保安管理委託料

4,500漏水調査委託料

3,086メーター検満取替業務委託料

89浄化槽維持管理委託料

20,200修繕費 7,000給水管漏水事故修繕費 9.

8,600給水管布設替修繕費

4,000機械設備修繕費

600消火栓等修繕費

8,000路面復旧 8,000漏水事故跡路面復旧工事費10.

費

43,830動力費 43,830送水ポンプ等電力料金11.

3,126薬品費 3,126滅菌薬品費等12.

2,800材料費 2,800修繕用等諸材料費13.

1修繕引当 1単位16.

金繰入額

1特別修繕 1単位17.

引当金繰

入額

100雑費 100緊急対策費18.

1,751報酬 1,751報酬20.

 3.業務及び総 55,20956,180 971 17,696給料 17,696職員給与 1.

係費 10,733手当等 1,272扶養手当 2.

39住居手当

149通勤手当



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節
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(単位：千円)

549時間外勤務手当

1,020管理職手当

4,371期末手当

2,993勤勉手当

240児童手当

100管理職特別勤務手当

5,819法定福利 5,393市町村職員共済組合負担金 3.

費 339市町村職員共済組合追加費用

3市町村職員共済組合既裁定年金費用

1特定健診負担金

47地方公務員災害補償基金負担金

36町村職員互助会補助金

48旅費 48旅費 4.

467備消品費 467備消品費 5.

12食糧費 12食糧費 6.

106燃料費 106燃料費 7.

763印刷製本 763印刷製本費 9.

費

1,786通信運搬 1,586電話料金等10.

費 200郵便料金

7,746委託料 5,285検針業務委託料11.

936施設清掃委託料

422水源地保安管理委託料

357水質検査委託料

300弁護士委託料

446PASCO保守点検委託料

1,674手数料 水道料金取扱手数料12.

1,595　窓口･口座振替手数料

40公用車車検代行手数料等

39支払督促手数料

3,135賃借料 990料金システムソフト使用料13.
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124システム保守料

158クラウド回線使用料

740機器使用料

30有料道路通行料等

132公用車リース料

942施設監視システム使用料

19電柱添架料

362修繕費 362公用車修繕費14.

779保険料 724町有建物災害共済保険料15.

55公用車自賠責保険料

15公課費 15公用車自動車重量税16.

512負担金 90日本水道協会負担金17.

36日本水道協会兵庫県支部負担金

13日本水道協会関西地方支部負担金

10兵庫県公共料金等暴力対策協議会負担金

313指定給水装置工事事業者講習会負担金

50研修会負担金

2,454賞与引当 2,454賞与引当金繰入額18.

金繰入額

573貸倒引当 573貸倒引当金繰入額20.

金繰入額

1,500雑費 1,500業務諸雑費21.

 4.減価償却費 303,894286,392 △17,502 11,071建物減価 11,071建物減価償却費 1.

償却費

182,262構築物減 182,262構築物減価償却費 2.

価償却費

92,880機械及び 92,880機械及び装置減価償却費 3.

装置減価

償却費

179車両運搬 179車両運搬具減価償却費 5.

具減価償

却費

 5.資産減耗費 1,250139 △1,111 89固定資産 89固定資産除却費 1.

除却費

50たな卸資 50貯蔵品たな卸費 2.

産減耗費



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節
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(単位：千円)

 6.その他の営 22 0 1材料売却 1単位 1.

業費用 原価

1雑支出 1単位 2.

 2.営業外費用 52,03848,042 △3,996

 1.支払利息及 36,68533,001 △3,684 33,001企業債利 33,001水道企業債償還利息 1.

び企業債取 息

扱諸費

 2.消費税 6,8526,540 △312 6,540消費税 6,540消費税 1.

 3.雑支出 11 0 1その他雑 1単位 1.

支出

 4.委託事業費 8,5008,500 0 8,500委託料 8,500中区第１配水池耐震診断業務委託料 4.

 3.特別損失 11 0

 1.過年度損益 11 0 1過年度損 1単位 1.

修正損 益修正損

 4.予備費 200200 0

 1.予備費 200200 0 200予備費 200水道事業予備費 1.
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収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 79,72391,573 11,850資本的収入

 1.企業債 40,00050,000 10,000

 1.企業債 40,00050,000 10,000 50,000上水道事 50,000企業債 1.

業債

 2.出資金 32,02333,573 1,550

 1.出資金 32,02333,573 1,550 33,573出資金 33,573一般会計繰入金（元金） 1.

 3.工事負担金 7,7008,000 300

 1.工事負担金 7,7008,000 300 8,000工事負担 8,000工事負担金 1.

金



支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節
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(単位：千円)

 1. 233,729249,250 15,521資本的支出

 1.建設改良費 56,40066,000 9,600

 1.工事費 56,40066,000 9,600 12,000委託料 2,000配水管布設替工事設計業務委託料 1.

(負担金工事)

10,000配水管布設替工事設計業務委託料

54,000工事請負 12,000配水管布設替工事（負担金工事） 2.

費 42,000配水管布設替工事

 2.固定資産購 02,100 2,100

入費  1.固定資産購 02,100 2,100 2,100車両購入 2,100車両購入費 2.

入費 費

 3.企業債償還 177,329181,150 3,821

金  1.企業債償還 177,329181,150 3,821 181,150企業債償 181,150水道企業債償還元金 1.

金 還金



１　一般職

　（1）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

4

(1)

4

(0)

0

(1)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

39 149 549 1,020 4,735 2,993

39 149 974 720 4,292 2,870

0 0 △425 300 443 123

(千円)

100

100

0

職員数
給　　与　　費

時 間 外
勤務手当

通勤手当住居手当

管理職員
特別勤務
手　　当

2561,751

30,54411,09717,6961,751

240

水道（附１）

法　定
福利費

合　計

36,3635,819

勤勉手当期末手当
管 理 職
手　　当

33,7265,70828,01810,578

本年度

区　　　分

17,4400

2,6371112,526519

扶養手当

(千円)

区　分

本年度

前年度

比　較

損益勘定

支弁職員

区　分

比　較

前年度

本年度

比　較

前年度

78

1,194

1,272

児童手当

(千円)

0

240

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

給　与　費　明　細　書



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

4

(0)

4

(0)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

39 149 549 1,020 4,371 2,993

39 149 974 720 4,292 2,870

0 0 △425 300 79 123

(千円)

100

100

0

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手　　当

本年度 240

前年度 240

比　較 0

期末手当 勤勉手当

管理職員
特別勤務
手　　当

0 256 155 411 111 522比　較

区　分
児童手当

(千円)

区　分
扶養手当

(千円)

本年度 1,272

前年度 1,194

比　較 78

5,819 34,248

0 17,440 10,578 28,018 5,708 33,726

0 17,696 10,733 28,429

給　　与　　費

区　　　分
職員数

本年度

法　定
福利費

合　計

損益勘定
前年度

支弁職員

水道（附２）



　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0

(1)

－

(－)

0

(1)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 364 0

－ － － － － －

0 0 0 0 364 0

(千円)

0

－

0

区　分
扶養手当

(千円)

本年度

2,115

住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手　　当

期末手当 勤勉手当

1,751 0 364 2,115 0

管理職員
特別勤務
手　　当

－ － － － － －

1,751 0 364 2,115 0

区　　　分

2,115

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

給　　与　　費 法　定
福利費

合　計

水道（附３）

前年度 －

比　較 0

0

前年度 －

比　較 0

区　分
児童手当

(千円)

本年度 0

職員数

本年度

損益勘定
前年度

支弁職員

比　較



　（2）給料及び職員手当の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

(千円) (千円)

給　　料 256 給与改定に伴う 0

増減分

昇給に伴う増加分 153 平均昇給率

その他の増減分 103 職員の変動等による 職員数の異動状況

増減 （現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 155 制度改正に伴う 79 制度改正に伴う増減 期末勤勉手当の改正

増減分  ６月期　2.225→2.250月分

 12月期　2.225→2.250月分

その他の増減分 76 職員の変動等による

増減

　　イ　会計年度任用職員

増減額

(千円) (千円)

報　　酬 1,751 その他の増減分 1,751 定数増による増加 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

給　　料 0 その他の増減分 0 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 364 その他の増減分 364 その他の増加

水道（附４）

0 人

区　分
増減事由別内訳

説　　明 備　　　考

1 人

－

1 人

0 人

－

説　　明
増減事由別内訳

区　分

0 人

4 人

4 人

0.92%

備　　　考



　（3）職員及び職員手当の状況（給与改定後）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

高　校　卒

大　学　卒

　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　　分

平均給料月額

水道（附５）

平成31年１月１日現在

１級

２級

３級

４級

５級

６級

級

６級

５級

４級

令和２年１月１日現在

区　　　分

３級

２級

１級

計

計

100.0

国の制度

平均給料月額

行　政　職区　　　　　分

4

区　　分

368,025円

182,200円

150,600円

行　政　職

平 均 年 齢
令和２年１月１日現在

47.5歳

362,375円
平成31年１月１日現在

平 均 年 齢 46.4歳

182,200円

150,600円

行　政　職

4

職員数

行　　政　　職

100.0

75.0

25.0

(%)

構成比

3

1

75.0

(人)

3

1 25.0

理　　事

行　政　職 技　　監

６級

主　　事 主　　事 主　　査 課　　長副 課 長課長補佐

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

主　　査



令和元年度水道事業特別会計予定損益計算書
（平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで）

（単位：円）

１　　営業収益

　（１）給水収益 358,032,347

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 15,342,717 373,375,064

２　　営業費用

　（１）原水浄水配水及び給水費 70,699,038

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 49,586,244

　（４）減価償却費 305,749,617

　（５）資産減耗費 1,899,543

　（６）その他の営業費用 0 427,934,442

　　営業利益 △54,559,378

３　　営業外収益

　（１）分担金 2,300,000

　（２）受取利息及び配当金 1,160,000

　（３）他会計補助金 14,240,000

　（４）長期前受金戻入額 133,746,038

　（５）その他補助金 0

　（６）雑収益 132,169 151,578,207

４　　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 36,562,826

　（２）委託事業費 7,870,000

　（３）雑支出 1,921,800 46,354,626 105,223,581

　　経常利益 50,664,203

５　　特別利益

　（１）過年度損益修正益 0 0

６　　特別損失

　（１）過年度損益修正損 0 0 0

　　当年度純利益 50,664,203

　　前年度繰越利益剰余金 0

　　当年度未処分利益剰余金 50,664,203



令和元年度水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 2年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部　》

１　固定資産

（１）　有形固定資産

イ　土地 327,754,484

ロ　建物 656,865,411

　　減価償却累計額 293,877,107△362,988,304

ハ　構築物 8,379,120,348

　　減価償却累計額 3,866,403,511△4,512,716,837

ニ　機械及び装置 3,308,494,071

　　減価償却累計額 506,475,191△2,802,018,880

ホ　車両運搬具 990,741

　　減価償却累計額 277,409△713,332

ヘ　工具器具及び備品 6,479,533

　　減価償却累計額 323,976△6,155,557

ト　リース資産 0

　　減価償却累計額 0△0

チ　建設仮勘定 34,818,000

有形固定資産合計 5,029,929,678

（２）　無形固定資産

イ　電話加入権 192,400

無形固定資産合計 192,400

（３）　投資

イ　有価証券 0

ロ　長期貸付金 0

投資合計 0

固定資産合計 5,030,122,078

２　流動資産

（１）現金預金 1,197,882,019

（２）未収金 17,721,834

　　　貸倒引当金 12,267,275△5,454,559

（３）貯蔵品 2,568,343

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

流動資産合計 1,212,717,637

資産合計 6,242,839,715

《　負　債　の　部　》

３　固定負債



（１）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 1,669,746,927

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 1,669,746,927

（２）他会計借入金

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0

（４）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　特別修繕引当金 0

引当金合計 0

固定負債合計 1,669,746,927

４　流動負債

（１）一時借入金 0

（２）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 181,149,665

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 181,149,665

（３）他会計借入金

イ　建設改良費の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0

（５）未払金 49,251,670

（６）未払費用 0

（７）前受金 234,856

（８）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　賞与引当金 2,400,000

ハ　修繕引当金 0

ホ　特別修繕引当金 0

引当金合計 2,400,000

（９）その他流動負債 0

（１０）下水道使用料預り金 3,856

流動負債合計 233,040,047



５　繰延収益

長期前受金 5,470,933,058

収益化累計額 △3,431,968,597

繰延収益合計 2,038,964,461

負債合計 3,941,751,435

《　資　本　の　部　》

６　資本金 1,777,531,780

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ　受贈財産評価額 0

ロ　寄附金 0

ハ　その他の資本剰余金 35,785,428

資本剰余金合計 35,785,428

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 199,069,158

ロ　建設改良積立金 118,813,646

ハ　利益積立金 119,224,065

ニ　当年度未処分利益剰余金 50,664,203

利益剰余金合計 487,771,072

剰余金合計 523,556,500

資本合計 2,301,088,280

負債資本合計 6,242,839,715



令和　２年度水道事業特別会計予定損益計算書
（令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月31日まで）

（単位：円）

１　　営業収益

　（１）給水収益 352,746,500

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 15,177,064 367,923,564

２　　営業費用

　（１）原水浄水配水及び給水費 88,749,649

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 53,199,209

　（４）減価償却費 286,389,734

　（５）資産減耗費 89,000

　（６）その他の営業費用 0 428,427,592

　　営業利益 △60,504,028

３　　営業外収益

　（１）分担金 1,100,000

　（２）受取利息及び配当金 1,160,000

　（３）他会計補助金 12,240,000

　（４）長期前受金戻入額 126,415,080

　（５）その他補助金 0

　（６）雑収益 1,000 140,916,080

４　　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 33,000,795

　（２）委託事業費 7,727,273

　（３）雑支出 0 40,728,068 100,188,012

　　経常利益 39,683,984

５　　特別利益

　（１）過年度損益修正益 0 0

６　　特別損失

　（１）過年度損益修正損 0 0 0

　　当年度純利益 39,683,984

　　前年度繰越利益剰余金 0

　　当年度未処分利益剰余金 39,683,984



令和　２年度水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 3年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部　》

１　固定資産

（１）　有形固定資産

イ　土地 327,754,484

ロ　建物 656,865,411

　　減価償却累計額 282,806,419△374,058,992

ハ　構築物 8,383,228,348

　　減価償却累計額 3,689,071,118△4,694,157,230

ニ　機械及び装置 3,308,494,071

　　減価償却累計額 413,595,871△2,894,898,200

ホ　車両運搬具 990,741

　　減価償却累計額 99,076△891,665

ヘ　工具器具及び備品 6,479,533

　　減価償却累計額 323,976△6,155,557

ト　リース資産 0

　　減価償却累計額 0△0

チ　建設仮勘定 80,799,909

有形固定資産合計 4,794,450,853

（２）　無形固定資産

イ　電話加入権 192,400

無形固定資産合計 192,400

（３）　投資

イ　有価証券 0

ロ　長期貸付金 0

投資合計 0

固定資産合計 4,794,643,253

２　流動資産

（１）現金預金 1,269,083,920

（２）未収金 17,057,365

　　　貸倒引当金 11,457,367△5,599,998

（３）貯蔵品 2,568,343

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

流動資産合計 1,283,109,630

資産合計 6,077,752,883

《　負　債　の　部　》

３　固定負債



（１）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 1,531,535,167

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 1,531,535,167

（２）他会計借入金

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0

（４）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　特別修繕引当金 0

引当金合計 0

固定負債合計 1,531,535,167

４　流動負債

（１）一時借入金 0

（２）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 188,211,760

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 188,211,760

（３）他会計借入金

イ　建設改良費の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0

（５）未払金 66,600,273

（６）未払費用 0

（７）前受金 234,856

（８）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　賞与引当金 2,454,000

ハ　修繕引当金 0

ホ　特別修繕引当金 0

引当金合計 2,454,000

（９）その他流動負債 0

（１０）下水道使用料預り金 4,000

流動負債合計 257,504,889



５　繰延収益

長期前受金 5,472,751,240

収益化累計額 △3,558,383,677

繰延収益合計 1,914,367,563

負債合計 3,703,407,619

《　資　本　の　部　》

６　資本金 1,811,104,780

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ　受贈財産評価額 0

ロ　寄附金 0

ハ　その他の資本剰余金 35,785,428

資本剰余金合計 35,785,428

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 249,733,361

ロ　建設改良積立金 118,813,646

ハ　利益積立金 119,224,065

ニ　当年度未処分利益剰余金 39,683,984

利益剰余金合計 527,455,056

剰余金合計 563,240,484

資本合計 2,374,345,264

負債資本合計 6,077,752,883



（単位：円）

当年度純利益 39,683,984

減価償却費 286,389,734

資産減耗費 89,000

貸倒引当金の増減額 145,439

賞与引当金の増減額 54,000

修繕引当金の増減額 0

特別修繕引当金の増減額 0

長期前受金戻入額 △ 126,415,080

受取利息及び配当 △ 1,160,000

支払利息及び企業債取扱諸費 33,000,795

未収金の増減額 982,651

未払金の増減額 4,998,603

預り金等の増減額 144

前受金の増減額 0

小計 237,769,270

利息及び配当金の受取額 1,160,000

利息の支払額 △ 33,000,795

業務活動によるキャッシュ・フロー 205,928,475

有形固定資産の取得による支出 △ 50,999,909

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 0

負担金等による収入 1,818,182

未収金の増減額 △ 318,182

未払金の増減額 12,350,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 37,149,909

企業債による収入 50,000,000

企業債の返済による支出 △ 181,149,665

一時借入れによる収入 0

一時借入金の返済による支出 0

出資金による収入 33,573,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 97,576,665

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） 71,201,901

資金期首残高 1,197,882,019

資金期末残高 1,269,083,920

令和２度水道事業特別会計キャッシュ・フロー計算書

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー



注 記 
 
Ⅰ．重要な会計方針 
 １ 資産の評価基準及び評価方法 
    貯蔵品   総平均法による原価法によっている。 
 ２ 固定資産の減価償却の方法 
  (1) 有形固定資産 
    ・減価償却の方法 
      建物        定額法による。 
      構築物       定額法による。 
      機械及び装置    定額法による。 
      工具器具及び備品  定額法による。 
    ・主な耐用年数 
      建物        40～50 年 
      構築物       30～60 年 
      機械及び装置    10～20 年 
      工具器具及び備品  3 年～10 年 
  (2) 無形固定資産 
    ・減価償却の方法 
      定額法による。 
 ３ 引当金の計上方法 
  (1) 賞与引当金 
    職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 
  (2) 修繕引当金 
    当会計期間中に発生した事故等により修繕が必要な際、修繕が次期に及ぶときに

それに係る額を計上している。 
  (3) 特別修繕引当金 
    設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修

繕の日から当年度末までの期間で均分した額を計上している。 
  (4) 貸倒引当金 
    債権の不納欠損による損失に備えるため、債権発生時点からの経過年数から回収

不能見込額を計上している。 
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